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新 潟 県 鉱 工 業 指 数 作 成 要 綱 

 

１ 目的 

本県における鉱工業の生産活動、製造品出荷及び製品在庫の動向を把握し、県内の景

気動向の指標とするとともに、行政施策の基礎資料及び民間企業に対する情報提供を目

的として鉱工業指数を作成するものとし、作成については、この要綱に定めるところに

よる。 

 

２ 基準時 

令和２年を指数の基準時及びウェイト算定年次とし、西暦年の末尾に０又は５の付く

年に改定するものとする。 

 

３ 対象範囲 

本県において営まれる日本標準産業分類による鉱業及び製造業の全般。 

 

４ 採用品目 

(１) 生産指数  15業種   197 品目 

(２) 出荷指数  15業種   192 品目 

(３) 在庫指数  14業種   118 品目 

 

５ 分類 

業種分類及び特殊分類とする。 

(１) 業種分類 

業種分類は、日本標準産業分類（平成 25 年 10月改定）に準拠するが、利用上の便

宜から一部組替えを行う。 

業種分類の組替えを行う主な点は、次のとおりである。 

① 「食料品製造業」と「飲料・たばこ・飼料製造業」を統合し、「食料品工業」とす

る。 

② 「電気機械器具製造業」と「情報通信機械器具製造業」を統合し、「電気・情報通

信機械工業」とする。 

③ 「その他工業」に小分類として「木材・木製品工業」、「印刷業」及び「その他製

品工業」を設ける。 

④ 「ゴム製品製造業」、「なめし革・同製品・毛皮製造業」を細分類としてそれぞれ

「ゴム製品」、「皮革製品」とし、「その他製品工業」に含める。 

 (２) 特殊分類 

   採用品目をその用途により、次のとおり分類する。 
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６ 算式 

基準時のウェイトで採用品目を加重平均するラスパイレス算式とする。 

 

７ ウェイト 

ウェイトは、鉱工業総合を 10,000.0 とする単式ウェイトとする。 

ウェイトの算出は、「令和３年経済センサス-活動調査」、「生産動態統計調査」等か

ら、生産指数は付加価値額、出荷指数は出荷額、在庫指数は在庫額をそれぞれ算出し、

非採用業種分を採用業種分に加算した「ふくらましウェイト」とする。 

 

８ 基礎データ 

次に掲げる統計調査の結果を基礎データとして原指数を作成する。 

(１) 生産動態統計調査（経済産業省） 

 (２) 造船造機統計調査（国土交通省） 

 (３) 鉄道車両等生産動態統計調査（国土交通省） 

(４) 木材統計調査（農林水産省） 

(５) 牛乳乳製品統計調査（農林水産省） 

(６) 薬事工業生産動態統計調査（厚生労働省） 

(７) 新潟県鉱工業生産動態統計調査（新潟県） 

 

９ 季節調整 

生産、出荷及び在庫指数について、それぞれ米国商務省センサス局が開発した X-12-

ARIMAを用いて季節指数を算出し、季節調整を行う。季節調整済指数は、原指数を季節指

数で除して作成する。 

 

10 新指数の作成 

新指数は平成 30 年１月まで遡って計算する。 

 

11 旧指数との接続 

平成 29 年 12月以前については、次の接続係数により接続することとする。 

接続係数 ＝ 
令和２年基準の平成 30年１月から３月の平均指数 

平成 27 年基準の平成 30年１月から３月の平均指数 

接続指数 ＝ 平成 27 年基準指数×接続係数 
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12 公表時期及び方法 

(１) 公表時期 

公表時期は、原則として速報を翌々月の 25 日頃とする。 

また、年に１回年間補正を行い、前年の数値の見直しを行うとともに季節指数を更

新し、季節調整済指数を前年に遡及して変更する。変更結果については、年間補正を

行った月の速報と同時に公表する。 

(２) 公表の方法 

新潟県ホームページに掲載する。 

 

13 県統計調査 

本要綱８に掲げる新潟県鉱工業生産動態統計調査について、次のとおり実施する。 

(１) 調査の対象 

この調査の対象は、別に定める生産品目を生産する事業所及び事業所のデータを取

得している組合・団体（以下「調査対象事業所等」という。）のうちから指定する。 

(２) 調査期日 

この調査の期日は、毎月末日現在とする。 

(３) 調査事項 

この調査は、別に定める生産品目に関し、生産、出荷及び在庫に関する数量並びに

金額事項について行う。 

(４) 調査票の様式 

この調査は、別に定める様式によって行う。 

(５) 調査の方法 

県が調査票を調査対象事業所等に配付し、郵送、ＦＡＸ又は電子メール等によりデ

ータの提供を受ける。 

 (６) 調査票の提出 

調査対象事業所等は、原則として調査月の翌月末日までに調査票を県へ提出するも

のとする。 

(７) 調査票等の保存 

調査票は５年、集計結果は 10 年保存とする。 

 

  

   附 則 

  この要綱は令和６年２月 21 日から施行する。 

   附 則 

  この要領は令和７年９月 22 日から施行する。 


